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デジタル⽥園都市国家構想実現会議



暮らしの変革 • 子供達の未来を支える最高の教育
• 生涯を通じたゆとりと安心のある暮らし

知の変革 • やる気のある地域大学・高専を中核に
• 地域における官民学人材の好循環

産業の変革 • 次世代オフィス環境の実現
• スマート農業・医療・防災等を実装

デジタル⽥園都市国家構想の取組イメージ (デジタルからのアプローチ)
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サービス間を横断的に
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通信インフラ(5G・beyond 5G / 高速ネットワーク)
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持続可能な地域産業

• 健康医療、教育、防災、モビリティなどの
デジタルサービスを地域に提供

• 地域産業のスマート化、相互運用性の
確保による利便性の向上

• Well-beingの向上とKPIの設定による改
善

輝く暮らし

• 時代を先取るデジタル・インフラ整備
• 国と地方が一体となった公共サービス基盤の
構築・提供

• オープンデータの促進、地域企業の活躍の場
の創出

競
争
領
域

MaaS

地域経済
循環型

スマート
ホーム

スマート
ヘルスケア

Super City

防災
レジリエンス

ギガスクール

スマート農業
サテライトオフィス

データヘル
スシステム

生誕

20歳
40歳 60歳

80歳

100歳

Sustainability
持続可能な環境・社会・経済 Well-being

心ゆたかな暮らし

知の交流

• 次世代サテライトオフィスの構築
• 大学や高専を核にデジタル技術を用いた地
域課題の解決

• デジタル人材の育成、新産業の創出

データ連携基盤(公共サービスメッシュ) 国土空間データ(3D含む))

デジ田実現会議（第１回）牧島大臣資料
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共助論

⽇本経済の今
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⼈⼝減少のトレンド
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⽣産性を語る①︓労働⽣産性の伸び悩み
n ⾼度成⻑期は、⽣産性の⾼い製造業セクターへの労働⼈⼝の移動が労働⽣産性を引上げ。しかし、⼈⼝減少局
⾯が予想される局⾯に⼊り、2000年前後以降、製造業は伸び悩み。それとともに、労働⽣産性も頭打ちに。

n 教育、医療、労務管理、市⺠サービス、様々な⽣活サービスが、良質・均質な労働⼒を求める製造業にフィット。サ
ービス業の⽣産性停滞を打ち破る、社会経済構造の変⾰が必要か。

一次産業から製造業への
労働移動が生産性を引上げ

サービス産業への労働移動と
労働生産性の伸び止まり

良質・均質 多様性・創造性

労働⽣産性の推移と
想定される要因

国内における製造業の
⽣産額の推移

成⻑のエンジン 国内は停滞
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⽣産性を語る②︓地域に残るサービス業は⽣産性が低い
n サービス業の⽣産性は、製造業を中央に⼆分。地⽅に多く残るサービス業ほど労働集約的で⽣産性が低い傾向。
n 我が国は、製造業もサービス業も、新しいことをやらない国に。新たなビジネスを抱き起こしていくためにも、今後は、多
様性・創造性の発揮の機会をいかに広げられる経済社会となれるかが、⼤きな課題か。
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（注）企業向けアンケートにおいて、「2012-14年に
新製品・サービスを導⼊（新機能の追加や⽤途の⼤
幅な改善を含む。）を⾏った」と回答した企業の割合。
（出所）OECD（2017）「OECD Science, 
Technology, and Industry Scoreboard 2017」
を基に経産省作成。
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新製品・サービスを
投⼊した企業の
割合（2012-2014）

業種別⽣産性

（製造業を中央に、サービス業
の労働⽣産性は、都市部で
強いサービス業と地⽅に多く
残るサービス業で⼆分。）

（出所）平成24年経済センサスと平成
22年国⺠経済計算より作成。
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⼤きな変化Ⅰ︓供給が需要に合わせる経済へ
n ⼈⼝増加局⾯では。バス停に来るバスを待つなど、需要が供給に合わせる。しかし、⼈⼝減少局⾯では、バスが
顧客の都合に合わせて動くなど、供給が需要に合わせることになる。

n その実現には、需給をリアルタイムで把握し、供給側の意思の確認を待たずに先にものやサービスを動かす、デジタ
ル基盤が必ず必要となる。

需要が供給に合わせる経済 供給が需要に合わせる経済

⼈⼝増加局⾯
（国内消費拡⼤局⾯）

⼈⼝減少局⾯
（国内消費縮⼩局⾯）

乗客がバス停で時刻表のバスを待つ 迎えの⾞が乗客の都合に合わせる

特定の学校・カリキュラムに⽣徒が集まる ⽣徒の側が学校・カリキュラムを選ぶ

雇⽤先の就業ルールに従業員が合わせる 従業員の暮らしに就業ルールが合わせる

特定の医療機関とかかりつけ医に通う 患者が医療機関と医師を選ぶ

消費者が売っている店まで買いに⾏く 商品が消費者の家に届けられる

市役所に⾏って、⼿続きを申請する 通知を受け取り、⼿続きが⾃動的に⾏われる

交通
労働
買い物
教育
医療

⾏政サービス
供給者側の指⽰で物流が動く 重要動向に合わせ⾃動的に物が動く物流

l ⼈⼝も市場も増えるなら、供給からバリエーションを増
やして、積極的に需給を調整できる。
（バスの本数が増える局⾯なら、調整のしようもある。）
→ 供給が需要に働きかけ、需要がそれに合わせる

l ⼈⼝も市場も減る局⾯では、供給はバリエーションを削る
しかなく、重要のバリエーションにあわせようがない。
（バスの本数が減る局⾯では、需要にあわせようがない。）
→ 需要が供給に働きかけ、供給がそれに合わせる



⼤きな変化Ⅱ︓ものづくり中⼼の経済からサービス中⼼の経済へ
n ⼈⼝増加期では、拡⼤する国内市場を前提に、製造業を中⼼とした⻑いサプライチェーンに依存する「ものづくり中

⼼の経済」を形成。しかし、⼈⼝減少期に⼊り、シェアードエコノノミーなども積極的に活⽤したサービス重視の経
済（サーキュラーエコノミー）への移⾏が、徐々に必要に。

n 進まぬ製造業の⽴地とサービス業の⽣産性低迷に悩む地域経済においても、デジタル技術を活⽤し、共助のビジネ
スモデルなどを積極的に活⽤した新たな⽣活経済モデルを、積極的に構築していくことが必要。

データ連携基盤はじめデジタル技術で実現

＜三つの変化＞
① シェアリング

エコノミーが
発⽣する

② リサイクル・
省資源化が進
む

③ 産業構造が変
わる



データ連携基盤、決済、
⾃動⾛⾏インフラなど

共助のビジネスモデルの必要性②
n 市場の拡⼤期には、各事業者がバラバラにデジタル投資を⾏っても、ある程度投資を回収できるので、各事業者が、

個別にどんどん投資を進める。
n 市場の縮⼩期には、各事業者がバラバラにデジタル投資を⾏っても、全員が投資を回収できない恐れがある。しか
し、市⺠全員が使う道路やファイバーなら良くても、特定多数の事業者が使うデータ連携基盤などには、公的部⾨は
⽀援を⼊れにくい。必要な基盤への投資を進めるには、共⽤できるものは共同で投資することが必要になる。

膨らむ市場 頭打ち市場
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⾃助
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共助

⼈⼝増加期 ⼈⼝減少期
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⾃助
<各分野サービス>

共助
<データ連携基盤、
⾃動⾛⾏⾞両…>

公助
<核となるEssential 

Facility>
For 不特定多数

公共インフラ

For 特定多数
Shared Econ.

For 特定User
通常サービス

n 多様な⽣活ニーズや価値観に寄り添うサービスを、デジタル技術によって磨いていくには、複数のサービスが積極的
に協⼒し⽀え合う、共助のビジネスモデルを⼟台とした、デジタル⽣活基盤の再構築が必要。

n 共助のデジタル⽣活基盤を構築した上で、それを⼟台とした新たな⽣活サービスの創出と、積極的な市⺠参画に
よる街の中での繋がりの強化による、Well-Beingの向上に向けたまちづくりの好循環を⽣み出すことが必要。

暮らしを⽀える新たなデジタル⽣活基盤
• バス・タクシーなどの種別の枠組みを超え、市⺠の⾜をともに
⽀えるデジタル化した地域交通サービス⽤のインフラ

• 「いつでもどこでも診療室」を⽀える、病院の枠を超えた地域
診療インフラ

• 様々な学びの機会を、学校と担任の枠を超えて提供するデ
ジタル教育インフラ

• シニアの⽣きがいを⽀えるデジタル公⺠館とコミュニティ
• 労務管理や税務申告等を⽀える新たな個⼈サービスとそれ
を可能とするデータのポータビリティの実現

• 各種サービスの連携を⽀えるデータ連携基盤の運営 など

共助が⽀える新たなデジタル⽣活基盤とまちづくり

データ連携基盤はじめデジタル技術で実現

新たな
⽣活サービス

市⺠参加
繋がりの形成

Well-Beingの向上
に向けた好循環
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事前のプロセスを強化する

官だけでは作れきりないという問題



地域の
社会的課題

• 少⼦化⾼齢化
• 地域経済の衰退
• 東京⼀極集中
• 教育の質の向上
• 医療⽔準の低下
等

サテライト
オフィスなど
密度の⾼い空間!

チャレンジ
プロジェクト群《⼈の流れを作る》

l デジ⽥交付⾦
l 各府省⽀援策
l 公共調達活⽤

現状をどう⾒るか

《しごとを作る》
複数の新たなサービス

都市部
の⼈材

(外国⼈材含む）

地域
の⼈材

企業の⽀援
（企業版ふるさと納税
SDGs投資など）

l 社会的投資充実
l スタートアップ・エ
コシステム作り

n プロジェクトは多数組成されている。補助制度も充実。ふるさと納税（法⼈・個⼈）も活発。
n しかし、事前（担う⼈を集める）／事後（プロジェクトを事業化する）の動きが圧倒的に弱い

Ø ⼈の流れが出来ていない状態で、補助事業が組成される => 「東京の事業者」が持って⾏く
Ø 事業化を⽀える仕組みがない。外からの投資を受け⼊れない => 補助事業が繰り返される

創造的
中⼭間
地域

脱炭素
先⾏
地域

スマートシ
ティ

産官学
協働
都市

SDGs
未来
都市

Well-Being向上

大学・高専

!
"
#
$
⽥
園
都
市

事前︓⼈が集められない 事後︓事業化できない
プロジェクトは作れるが…
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事前のプロセスを強化する

担い⼿を集める



n 都会の暮らしや、⼤企業における働き⽅は、副業、⼆拠点居住、多様な教育や医療など多様性ある暮らしを希望
したり、様々なビジネスにチャレンジをしたい創造的な⼈材にとって閉塞感のある空間になっている恐れあり。

n 思い切り⾃分の⼒試し・⼒磨きできるような、⾃由で活⼒ある暮らしとビジネスの実践の場を、地域にこそ、実現
できないか。また、外国⼈材の活⽤にも積極的に挑戦していくべきではないか。

→→

【従来型の都市部の暮らし】 【⾃由で活⼒ある地域の暮らし】

都市部の閉塞感こそ、地⽅のチャンス ＜多様な⼈材を地域に呼び込む＞

• 実証プロジェクト等を立ち上げ、都市
部の人材と地元人材が協同作業を
行う機会を積極的に作り出す

• プロ人材事業、兼業・副業促進策な
どを駆使して、地元企業・プロジェク
トに都市部の人材を呼び込む。

• ワーケーションなどの機会を駆使し
て、都市部の企業の仕事を行う場を
地域に作る。

• 複業協働組合（海士町）の設置や、
宿泊施設がセットになったオフィス環
境など、地域で働き始めやすい環境
を整える。

など

出典：正能委員資料よりデジタル庁作成

外国人材

デザイナ

エンジニア

投資家

地元人材

【想定される施策例】



⾏政のDX
MaaS(新たな移動サービス)

スマート防災
スマート・ヘルスケア

スマート農業

直進キープ田植機 経営管理アプリ ラジコン草刈機

プロジェクトの組成は、⼈を集めるための⼿段と割り切っては︖

i-Construction

n 「出番」と「居場所」がなければ⼈は集まらない。プロジェクト群を作り、関⼼のある⼈材を内外から集めることに
徹してみてはどうか。ここでも発信の強さが肝。

n プロジェクト群の組成に当たっては、デジ⽥交付⾦や各府省施策などの国からの⽀援に加え、⺠間企業のSDGｓ
投資、ふるさと納税、市⺠からのクラウドファンディングなど、考えられる⼿段は何でも貪欲に活⽤。
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デジタル田園都市交付金、各府省支援策
企業等からの寄付・ふるさと納税など
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4
5
4
6
7
8
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9
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#
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・・・

・・・

• デジタル田園都市交付金の充実・活用
• 各府省のスマートシティ関連施策やデ
ジタル化関連施策の充実・活用

• 企業版ふるさと納税の運用緩和と活用
• 企業からのSDGｓ投資の活用
• クラウドファンディングの積極的活用
• アウトカムファンドなど官民協力型のソ
ーシャルファンドの活用

など

【想定される施策例】

0
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8,000
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12,000

2016 2017 2018 2019 2020

企業版ふるさと納税額（件数）の推移

寄付額 寄付件数

(百万円)

急増中
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時間
クリエイティブな⼈材を呼び込む
場を創る
• サテライトオフィス
• 貸しオフィス（個室）
• 個⼈利⽤型ワークプレイス

多くの関係者（住⺠含む）が利
⽤できる場を広げる
• ⾃治体のサテライト拠点
（デジタル⼈材向け）

• ⼤学や⾼専によるサテライト拠
点

• 公共施設（図書館等）
• カフェ

デジタル⼈材の⻑期滞在等、関係者の⽣活の⼀部となる
空間に仕上げる
• サービスアパートメント（短期、中期滞在利⽤）
• 地産地消市場

① PPP/PFIの利⽤
② Park-PFIの利⽤

• 法⼈版ふるさと納税
• 各種交付⾦
• ⾃治体⽀援

n 集めた⼈材を、インクルーシブスクエア（密度と包摂性の⾼い空間）に集約してはどうか。
n 多様かつ創造的な⼈材を1か所に集め、複数のスタートアップを集結させつつ、経済的、⼈的、制度的⽀援によ
りスタートアップを育成する場を各エリアに育てる。またそのために、多くの関係者が集う場としてはどうか。

地域課題から地
球規模の課題ま
で解決策を訴求

⾼度デジタル⼈材の育成 スタートアップ環境を整備

事業⽀援

協働プロジェクト
への参加

進出した企業には周
辺地域で、積極的に
規制緩和に挑戦。

地域⼤学・⾼専

⼤都市や諸外国の産業

地域から新産業を
創出する環境を提供

積極的な誘致

⾃治体

スタートアップ

VC

地域産業

多様かつ創造的な⼈材を地域に集める場所を作る ＜密度と包摂性の⾼い空間づくり ＞
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⾃治体事業も含め、ネットワーク産業化を果たす

スタートアップエコシステムを作る
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Discloser（発信）/Governance（事業管理）/Capital Policy（資⾦調達）

資⾦調達

ガバナ
ンス

発信
Social Impactに共感を呼ぶ

取組への信頼感を固める

資⾦が集まり、事業が形になる



課題設定②︓GP論

CVC等による地⽅への投資（寄付等様々な形態を含む）は拡⼤中だが、通常はLP。各事業の
コアを担うGPの発掘が課題。GP不在と「⼈が集められない」「事業化できない」は表裏の関係。

GP(General Partner)

LP (Limited Partner)

メザニン

Debt

GPとは
l 本来の意味は、組合型投資における

無限責任組合員
l ⼀般化すれば、事業を⽴ち上げる際に

、無限責任を有する当該事業の中⼼
となる者（例えば、万が⼀負債を抱えて倒産した
場合、最終的な返済責務を負う）

CVCとは
l Corporate Venture Capital。事

業会社が戦略的に投資を⽴ち上げる
ために組成するファンド。

l 本来のCVCも含め、ファンドを組成しな
い形でも、事業者（⼤企業等）から
の投資・寄付は、近年急拡⼤しつつあ
る。

l 寄付の場合は、出して終わりで持ち分
はナシ。出資の場合は、出した後も経
営責任の⼀翼を持つが、通常は、LP
（出資額を限度額に責任を持つ）形が多い。



課題設定③︓エリア論

個別事業だけが盛り上がっても、エリアの活性化にはつながらない。事業とエリアを同時に盛り上
げることが必要。適切なエリア設定とスタートアップ・エコシステムの形成への接続が課題。

ベンチャーを育てながら、ローカル経済圏全体を盛り上げる

n 発信／事業管理／資⾦調達、ソーシャルベンチャーとエリア全体の⼆層で⼀つのエコシステムとして捉える。。
n 最終的には、資⾦提供する応援団と、サービスの提供を受ける市⺠（域外の第⼆市⺠）全体が、次から次へと新
しい事業を⽣み出す、⼀つの地域経済エコシステムを形成するのが⽬指すべきゴールか。
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エリア全体
への応援団

ソーシャル
投資家

発信 資金

事業管理

市
⺠
／
第
⼆
市
⺠
︖

参加 提供

地域経済 エコシステム＜自己組織化サイクル＞ デジタル庁資料より



課題解決①︓⽣態系にしながら事業とエリアの双⽅を育てていく⽅法

GP論とエリア論をどう克服し、どうエコシステムに育てて上げていくか。鍵は、インクルーシブスクエ
アの設定とディスクロージャーにあるのではないか。

「多様な⼈材が集積する場」（＝インクルーシブスクエア）を創造
GPの担い⼿発掘と、その有機的連携を促進

域内外への情報発信（＝ディスクロージャー）を充実。
事業とエリアの双⽅で、資⾦循環を強化

★

★★
★

★

エリアをどう設定するかGPをどう発掘するか

どう⽣態系にしていくか

地域課題から地
球規模の課題ま
で解決策を訴求

⾼度デジタル⼈材の育成 スタートアップ環境を整備

事業⽀援

協働プロジェクト
への参加

進出した企業には周
辺地域で、積極的に
規制緩和に挑戦。

地域⼤学・⾼専

⼤都市や諸外国の産業

地域から新産業を
創出する環境を提供

積極的な誘致

⾃治体

スタートアップ

VC

地域産業

資⾦調達

ガバナ
ンス

発信
Social Impactに共感を呼ぶ

取組への信頼感を固める

資⾦が集まり、事業が形になる

Pj①

サービス対象エリア

Pj②

Pj③

Pj④

Pj⑤



エリアと事業の双⽅を、有機的に関連付け、双⽅を盛り上げるに当たって、これまでの取組例を⾒ると、例
えば、以下のように類型化が可能か。各類型の中で、特徴ある場作りと発信を実践。

課題解決②︓⽣態系にしながら事業とエリアの双⽅を育てていく⽅法の類型化



各類型の特徴を、「⼈の流れを作る（⼈が集められない）」、「仕事を作る（事業化できない）」プロセスにプロット
すると以下のとおりか。いずれの類型も、最後は、スタートアップエコシステム作りへ収斂。

課題解決③︓類型化ごとの発展プロセス



エリア論（地域⽣活経済圏）
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n 2014年に経済産業省が実施したローカル経済圏分析でも、「藩」くらいが丁度⼀つの、⽣活経済圏を構成。
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イノベーションをリードできる職種に変貌するために

公務員の再設計



公務員の再設計

n ⾏政組織の内部論をいくらやっても限定的なTransformしか実現しない。
Ø DXの主語は、既存の⾏政組織ではなく、あるべき公共サービス。
Ø その中でも、⾏政官でしか⾏えない職掌（例えば⾏政権限の⾏使）は必ず残る。

n Well-Beingが全体の基礎
Ø 暮らしの「インフラ」を整える。
Ø 「つながり」が実感できる暮らしを作る。
Ø それをしっかりとPDCAサイクルで回す。

n ⾏政の役割︓「インフラ」と「つながり」の絶えざる改善の基点となる
Ø 暮らしとビジネスのバックオフィスとして、最善のサービスを提供する
Ø エリアへの愛着を涵養し、歴史と伝統を継ぎに引き継ぎ、つながりとコミュニティを育てる。



Well-Being指標の概要
n 各種統計データを指標化し、分野間などの⽐較に⽤いる客観指標。市⺠等へのアンケート調査結果を指標化し、時系

列での⽐較に強い主観指標の⼆つの指標を⽤意。
n 指標の計測結果はレーダーチャートの形で表⽰し、それぞれの街の多様な性格を視覚的に表⽰（エリア間の⽐較が⽬
的ではないため、ランキング付けなどは⾏わない）。基本的なデータ及びアンケート調査票など、基本的な計測ツールはデ
ジタル庁から無償で提供。また、分析結果を表⽰するためのソフトも、オンラインで提供。

出所︓⼀般社団法⼈スマートシティ・インスティテュート

○Well-Being指標の構成要素

○市⺠等へのアンケート例（主観指標）

○Well-Being指標の計測結果（レーダーチャート）
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公務員の再設計
n ⾏政サービスの⾜腰を鍛え直す

n ユーザーニーズの絶えざる把握。例えば、Well-Being指標の活⽤
n 本質的な「公平性」の徹底。
n 外への発信

n ⾏政サービスを次世代型にイノベーションする
⾏政組織の枠組み（エリア・官⺠）を超えて、共助を前提に発想する必要がある。
＜公共サービスを任せられるようなソーシャルサービスを育てるという発想。＞
Ø 社会的サービスの最適規模と提供形態、その形成を促すための協調（共助）と競争（⾃助）
Ø ⼈材を集めたエリアの価値。公務員⾃らも、そのフィールドに⾶び込む「半官半X」（海⼠町）
Ø 投資家と話せるエアになることが必要

n そのためのアクションプラン
Ø 教育の段階から再設計し、⼈を集める⽅法を真摯に検討する（公務員試験任せは限界）
Ø 公平性は、⼿続きで担保するものではなく、実質で担保するものと⼼得る（コンプライアンス改⾰）
Ø とにかく発信⼒を持つ。第⼆市⺠をどんどん集める。⼈⼝もシェアすれば、まだまだ増える。


